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 牛乳生産費、物財費の高騰などから約2％上昇
～農林水産省・農業経営調査より～

　農林水産省発表の「農業経営調査・平成18
年牛乳生産費（全国）」（表1）によると、18年の
全国の牛乳生産費（全算入生産費・搾乳牛1頭
当たり）は、66万9561円で前年に比べ0.9％上
昇し、生乳100kg当たり（乳脂肪分3.5％換算）
の生産費は、7335円で前年に比べて0.6％増加
した。
　今回の調査で上昇が見られたのは、「種付料」
「流通飼料費」「光熱水料」「乳牛償却費」など。生産費の上昇には、労働時間の軽減などで人件費を低く
抑えたものの、乳牛の取得費や原油価格等の高騰で光熱動力費が上昇したことなどが影響している。
　一方、乳価が減少傾向にあることから搾乳牛1頭当たり粗収益は、前年に比べ1.0％減少し、73万3731
円となった。

 厳しい生乳需給を反映して乳用牛飼養頭数は2％減
～農林水産省・畜産統計調査より～

　農林水産省が発表した「畜産統計調査・乳用牛及び肉用牛の飼養動向（平成18年8月1日現在）」によると、
全国の乳用牛の飼養動頭数は昨年より2％減少した160万9000頭だった。平成4年から14年連続で飼養頭
数が減少する結果となった。このことは、生乳需給の緩和による計画生産の強化や高齢化等による農家
の休廃業が影響している（表2）。

　地域別では近畿地方と中国地方
で前年を上回ったのを除いて、全国
で前年を下回る結果となったが、な
かでも四国は96.4％と大きく下回っ
た。昨年度から積極的に生産抑制に
取り組んでいる九州地方も97.4％と
頭数を大きく減らしている。

表2　乳用牛の飼養頭数 単位：頭

全国農業地域
都 道 府 県

飼 養 頭 数
経 産 牛
頭数割合

％

飼養頭数
対 前 年
同 月 比

％

合　 計

成 畜（ ２ 歳 以 上 ）

未経産牛計経 産 牛

搾乳牛 乾乳牛

全 国 1,609,000 890,700 156,100 561,900 65.1 98.0

（農業地域）

北 海 道 １ 845,800 418,500 77,700 349,600 58.7 97.9

都 府 県 ２ 762,900 472,200 78,300 212,300 72.2 98.2

東 北 ３ 141,500 83,000 13,500 45,100 68.1 97.9

北 陸 ４ 22,200 14,400 2,350 5,420 75.7 97.4

関東・東山 ５ 243,600 154,800 26,200 62,600 74.3 98.7

東 海 ６ 75,900 49,900 7,520 18,500 75.8 100.0

近 畿 ７ 42,900 27,700 4,650 10,500 75.5 97.5

中 国 ８ 58,700 35,800 5,830 17,100 70.9 100.2

四 国 ９ 29,300 19,000 2,650 7,650 73.7 96.7

九 州 10 142,900 83,800 14,800 44,300 69.0 97.4

沖 縄 11 5,830 3,870 840 1,120 80.8 83.4

（農林水産省・畜産統計調査より）

表1 牛乳生産費と収益性
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 家庭飲用以外の新しい消費拡大策の可能性を探る
「牛乳消費拡大研究会」設置

　J-milkは少子化や朝食スタイルの変化等で消費が伸び悩む牛乳や乳製品について、新たな消費拡大策
を探り、事業化に向けて進めるための研究会「牛乳消費拡大研究会」を設置した。
　同研究会は、酪農乳業関係者や外部実務者など10名で構成され、主に家庭飲用以外の分野における消
費拡大策をテーマに搾り、その可能性を探り、次年度以降の事業化に向けて検討していく。
　同研究会は、下記に示すスケジュールで牛乳消費拡大事業について検討していくとしている。
①第1回研究会（10月16日）
・家庭飲用以外の分野における牛乳の消費拡大の可能性について意見交換。
・牛乳消費拡大に向けて具体的テーマの絞り込み。
②第2回研究会（12月）
・第1回研究会で整理されたテーマ別事業に対する意見交換。
・委員及び事務局からの具体的な事業の提案に対する意見交換。
③第3回委員会（1月）
・各テーマ別事業の提案、検討。
・実現性、波及効果等に対する意見交換。
④第4回委員会（3月）
・18年度の検討結果報告

 年末年始期の余乳発生状況を発表
J-milkが予測発表

　J-milkは11月21日、今年度の年末年始期の余乳処理対策の推進を発表した。
　発表資料によると年末年始期の北海道の生乳需給は、生乳供給が前年比4～5％減少して推移し、これ
によって道内での処理量は前年を下回って推移すると見込まれる。とくにこの時期の特定乳製品向け処
理量合計は約10％程度減少すると試算されている（表3）。
　また、都府県の生乳需給は、生乳生産量が前年2％程度下回ることに加えて、北海道からの搬入数量
が前年を大きく下回ることから、生乳供給量で3～4％減少すると見込まれる。生乳需要に関しては、牛
乳等向け生乳処理量が引き続き前年を下回って推移するものの、特定乳製品向けも5000t程度減少する
と見込まれる（表4）。

表3　北海道の年末年始期の需給予測 （単位：千t　％）

生 乳 供 給 量 都 府 県 へ の
搬 出 量

道 内 で の
処 理 量

特 定
乳 製 品 向 け

牛 乳 等 向 け・
そ の 他 乳 製 品
向 け 牛 乳 等 向 け そ の 他

乳 製 品 向 け
前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比

12月 308 95.2 24 83.0 284 94.8 144 99.3 44 101.8 101 105.3 140 89.4 

1月 312 96.0 24 84.3 288 95.7 134 101.1 43 100.2 91 104.7 155 92.1 

（J-milk発表資料より）

表4　都府県の年末年始期の需給予測 （単位：千t　％）

生 乳 供 給 量
牛 乳 等 向 け・
そ の 他 乳 製 品
向 け

特 定
乳 製 品 向 け都 府 県 生 乳 北 海 道 生 乳 牛 乳 等 向 け そ の 他

乳 製 品 向 け
前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比 前 年 比

12月 377 96.9 353 98.0 24 83.0 337 97.6 319 97.4 18 102.5 40 91.4 

1月 385 97.2 361 98.2 24 84.3 337 97.2 321 97.0 17 101.5 47 98.1 

（J-milk発表資料より）
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　なお、J-milkでは「昨年ほどの余乳処理対象生乳は発生しないものの、一昨年の水準は上回ると見込
まれ、また、都府県の余乳処理能力にも限界があることから、需給のわずかな変動や工場の小規模なト
ラブル、乳質や事故等によっても予想以上の混乱が生じることも危惧される。そのため年末年始は余乳
の処理、処理乳製品の取り扱い等について、事前に取引当事者間で協議を重ね、双方ともに納得して年
末年始期に望む」ことが必要だとしている。

 平成18年度第3四半期までの生乳および牛乳乳製品の需給見通し発表

　J-milkは、9月29日に第3回需給等分科会を開催し、平成18年度第3四半期までの生乳および牛乳乳製
品の需給見通しについて発表した。
　生乳生産の直近の動向は、北海道の生乳生産は6月以降前年水準を下回って推移し、都府県は2～3％
程度の減少で推移している。見通しとして、北海道で3％程度、都府県で2～3％減少すると予測される。
　生乳生産量を地域別に見ると、北海道は、減産型計画生産への取り組みに加え、夏場の暑さの影響
等もあり、7月時点では予測を下回って推移しており、第2四半期は前年比96.5％で、第3四半期は97.1％
で推移すると予測され、都府県は東海地域を除き、前年を下回って推移し第2四半期は前年比97.2％で、
第3四半期は97.6％と予測される。全国では第2四半期は前年比96.8％、第3四半期は97.4％で推移すると
予測される（表5）。
　牛乳等の消費については、牛乳の消費は引き続き減少基調にあり、2～3％程度の減少で推移している。
加工乳・成分調整牛乳、乳飲料は、加工乳・成分調整牛乳が引き続き前年水準を大幅に下回る一方、乳
飲料が第2四半期に入り好調であることから、合計では前年水準を上回って推移している。また、はっ
酵乳の消費は、5月に大幅な伸びを示して以降、5％前後の伸びを維持して好調に推移している。牛乳の
消費は平均2％程度の減少で推移していく見通しで、加工乳・成分調整牛乳、乳飲料トータルでの消費
は1～2％の増加が予測される。また、はっ酵乳の消費についても、平均5％程度の増加で推移していく
見通し（表6）。

表6　牛乳等向け処理量の推移と予測 （単位：1000㎘）

牛 乳
加工乳・成
分調整牛乳
・ 乳 飲 料

は っ
酵 乳前年比 前 年 比 前 年 比

4月 302 96.9% 131 96.8% 71 95.6%

5月 319 96.4% 142 99.6% 77 109.2%

6月 323 95.3% 144 97.6% 75 104.1%

7月 318 97.2% 155 100.6% 74 105.6%

8月 305 97.7% 162 103.8% 71 106.5%

9月 335 98.4% 157 100.7% 70 104.1%

10月 327 98.1% 152 101.6% 70 105.5%

11月 306 97.7% 135 101.5% 64 105.4%

12月 296 98.2% 129 101.1% 62 105.5%

第1四半期 945 96.2% 417 98.0% 223 102.9%

第2四半期 958 97.8% 474 101.7% 215 105.4%

第3四半期 929 98.0% 416 101.4% 196 105.4%

上期 1903 97.0% 891 99.9% 438 104.1%

（J-milk発表資料より）

表5　生乳生産量の推移と予測 （単位：1000ｔ）

全 国 北 海 道 都府県
前年比 前 年 比 前 年 比

4月 698 99.7% 316 100.5% 382 99.1%

5月 723 99.5% 332 100.5% 391 98.6%

6月 690 98.5% 324 98.8% 366 98.2%

7月 687 97.1% 327 97.0% 360 97.2%

8月 669 96.6% 321 96.3% 347 97.0%

9月 649 96.8% 311 96.1% 338 97.4%

10月 669 97.2% 317 97.0% 351 97.4%

11月 646 97.2% 305 97.2% 341 97.3%

12月 674 97.7% 317 97.3% 357 98.0%

第1四半期 2111 99.2% 972 99.9% 1139 98.6%

第2四半期 2005 96.8% 960 96.5% 1045 97.2%

第3四半期 1989 97.4% 939 97.1% 1050 97.6%

上期 4116 98.0% 1932 98.2% 2184 97.9%

（J-milk発表資料より）


